戦後社会教育実践における排除と包摂の焦点 : 『月刊社会教育』を中心に by 長﨑 励朗
1. はじめに
11 本稿の背景と目的
2017年, 文部科学省は次年度の概算要求事項において, 社会教育課と青少年教育課を合併
し, 地域学習推進課に統合する案を発表した。その是非はともかくとして, この改組案にお
いて「社会教育」という名前を冠した部局がなくなることは, 一定の意義を持っている。こ
こからは, 社会教育と社会的包摂の機能を分離しようとする動きを見て取ることができるか
らだ。
意外なことに, 2017年時点の生涯学習政策局には社会的な差別や排除に関わる教育分野に
169
1) 文部科学省ホームページ｢平成30年度機構･定員要求の主要事項｣,http://www.mext.go.jp/component/
b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2017/08/30/1394952_3.pdf（2017年11月27日閲覧)。
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＜図１ 文科省の組織改編案1)＞
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おける対策を専門的に扱った部署はほぼ存在しない。唯一, 男女共同参画学習課がジェンダー
問題という特定のイシューを専門的に扱っているのみである。しかし, これは社会教育が社
会的排除と包摂の問題を無視してきたことを意味しているわけでは決してない。多くの論者
が主張しているように, むしろこうした問題は社会教育の黎明期からその基底をなしてき
た2)。社会教育と社会的排除, あるいはその結果生じる格差の問題は切っても切れない関係
にあったといえよう。
これに対して新たな組織改編案では, 共生社会学習推進課が設置され, 男女共同参画学習
課や, 初等教育局の国際教育課がそこに吸収される形で社会的包摂の問題を一手に引き受け
ることになるという図式が示されている。今後増加が見込まれる外国人労働者などの問題を
考えれば, 外国人指導を主な任務とする国際教育課を生涯学習政策局（再編案では「総合教
育政策局」に改名）に移行させることには一定の意味がある。その一方で, ジェンダー問題,
外国人問題をのぞく様々な社会的排除と包摂の問題が課ごとのセクショナリズムに阻まれて
おろそかになってしまうことも懸念される。
このような状況をうけ, 本稿では戦後の社会教育実践において, 社会的排除と包摂の問題
がどこに焦点化されてきたのかを概観してみたい。こうした歴史を紐解くことで, 上に述べ
たような組織改編が妥当であるか否か, また今後そうした社会的排除と包摂の問題に社会教
育がどのように取り組んでいくべきかといったことに示唆が得られるはずである。
12 先行研究
これまでに戦後の社会教育史を扱った代表的な先行研究としては, 相庭（2007）が挙げら
れる。この研究は戦前戦後の社会教育の断絶と連続性を明らかにするとともに, 各時代の社
会教育の理念的, 社会的背景を扱った卓越した歴史記述であるといえる3)。ただし, 社会的
排除と包摂の問題に特化した記述ではない点, および思想的文脈や行政の変化に着目してい
るという点で本稿とは視点を異にしている。後述するように, 本稿は社会教育実践の現場に
近い場所に焦点を当ててみたいと考えているからだ。
また, 理論的バックボーンを与えてくれる先行研究としては, 宮（2006）および鈴木
（2006）がともに所収された『社会的排除と社会教育』が挙げられる。宮は論集の冒頭で
シチズンシップの問題や貧困問題, ソーシャル・キャピタルの問題など社会的排除論に関す
る様々なアプローチを紹介したうえで,「これらの次元と並立して社会教育と社会的排除の
関連を問う次元が成立するのではない」と述べる4)。そもそも社会教育はその成立段階から,
幅広く排除と包摂の問題に取り組むべく組織されていったというのである。
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2）例えば社会教育の歴史的研究としては以下の著作がある。
大串隆吉『日本社会教育史と生涯教育』エイデル研究所, 1998。
3) 相庭和彦『現代生涯学習と社会教育史─戦後史を読み解く視座』明石書店, 2007。
4) 宮隆志「モデルなき時代の社会教育」日本社会教育学会編『日本の社会教育第50集 社会的排除
と社会教育』東洋館出版, 2006年, p. 11。
さらに同論集に掲載された鈴木の論文は, 先行研究に依拠しつつ, 社会的排除の内実を分
析する枠組みを疎外論として精緻化している。彼によれば, 現代の社会的排除に関わる疎外
は以下の４つの要素に分けられるという5)。
① 人間的諸能力からの疎外
② 活動・労働からの疎外
③ 社会的生産物からの疎外
④ 人間関係からの疎外
以下, 各項目について簡単に説明を加えておこう。①は主に教育機会の不在によって, 自
身をエンパワーメントする機会を奪われた状況を指す。これに対して, ②は狭義の教育以外
のカテゴリに力点があり, 様々な労働や余暇の体験に触れる機会を奪われた状況を指してい
ると考えられる。③は端的に貧困とも結び付けられる経済構造に起因する問題を指す。④は
社会関係資本の問題を指しており, 鈴木はこれを「③の結果であり原因でもある」と論じて
いる。
本研究はこの鈴木の分類を基礎にして, 各時代の社会教育実践がこれらのうちいずれに焦
点を当ててきたかを論じていくことにする。
13 『月刊社会教育』の位置づけと方法論
上記のような問題意識に基づき, 本稿は雑誌『月刊社会教育』の創刊号から1988年までを
用いて社会教育と社会的排除の関係性を明らかにしていく。1988年は社会教育局が生涯学習
局へと改組された年であり,「社会教育」という言葉が一定の区切りを迎える時期であると
考えられるからだ。
本稿が資料として用いる『月刊社会教育』は1957年に創刊し, 現在にいたるまで社会教育
の実践において常に重要な役割を果たしてきた。この雑誌に焦点を当てる理由としては, 社
会教育の現場の感覚を最も反映した媒体であることが挙げられる。この雑誌においては, 活
動報告の記事が常に一定数確保されていたし, 創刊号の編集後記にある次のような記述から
は, 編集者の目があくまで現場に向けられていたことがよくわかる。
「現場で, これを読まれる人々に, どんなに受けとられるだろうという一抹の不安はぬぐえ
ません｡｣6)
その意味で,『月刊社会教育』を扱うことは, アカデミックな文脈からやや距離をおいた
地点から, 換言すれば, やや現場に近い場所から社会教育の歴史的潮流を観察することを意
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5) 鈴木敏正「社会的排除に取り組む社会教育の論理」日本社会教育学会編『日本の社会教育第50集
社会的排除と社会教育』東洋館出版, 2006年, p. 26。
6)「編集後記｣『月刊社会教育』第 1巻 1号, 1957年, p. 100。
味している。このことによって, いわば社会教育実践における「トレンド」を抽出すること
が可能になるはずである。
本稿では, 量的・質的, 二つの側面から『月刊社会教育』に分析を加える。各章において
は, まず寄稿された記事のタイトルをカウントすることで, 各時代に顕著な増加, あるいは
減少を見せたトピックを抽出し, 全体の傾向を掴んだ上で, 代表的な記事の内容にも踏み込
んで考察を加えていく。
2．地方へのまなざし－5～60年代
21 地方は何から排除されていたか
『月刊社会教育』において創刊から1960年代半ばまで一貫して見られる傾向は, 大都市以
外の地方における活動報告が圧倒的に多いことだ。編集後記によれば, 創刊号はその多くが
講演から記事に起こしたものであり, 一定程度普遍的な話題が多いが, 第 2号では, 福島県,
長野県, 千葉県の現地ルポが特集されており, その他にも「村の暮らしから｣,「社会教育風
土記」(各地方の勤労者の姿を紹介する記事）といったタイトルの記事が並ぶ。
量的な側面から言えば, 創刊から1988年までの農山漁村や非大都市圏が主題となっている
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7) タイトルから非大都市圏以外を扱ったと判断した基準は以下のとおり。
① ｢村」｢過疎」｢農業」｢漁業」｢林業」および, それに関わる用語（｢農家」｢漁師」｢むら」など）
がタイトルに入っていること
または
②東京, および各時代の政令指定都市を持たない都道府県に位置する地名を含むもの
なお, 初年度の記事数が少ないのは12月創刊であったためである。
また, その他の年度に関しては記事の総数自体に大きな増減がないため, 実数で示している。これ
は後に提示するグラフも同様である。
＜図２ 非大都市圏を扱った記事数の推移7)＞
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記事数の推移は以下のようになっている。このグラフを見れば, 少なくとも1960年代半ばま
では地方が主題となる記事が大量に掲載されていることが分かる。
こうしたことからわかるように, 初期の『月刊社会教育』は農村や地方に目を向けた記事
が多い。このことは, 当時の社会教育が意識していた格差や社会的排除の対象が非大都市圏
そのものであったことを物語っている。前出の鈴木の論文における類型からもわかるように,
社会的排除は明確な差別という形をとるとは限らない。むしろ当時の社会教育実践にとって,
地方における教育こそが排除に対抗する取り組みであった。
では, こうした非大都市圏は何から疎外されていたのだろうか。当時の社会教育実践にお
いて, 非大都市圏はまずもって人間的諸能力, および社会的生産物から疎外された存在とし
てまなざされていたと考えられる。具体的な問題意識としては, 前者は教育機会の不足, 後
者は貧困として表出していた。だからこそ, 村のなかで互いに学びあおうとする青年や貧し
い農村で懸命に働く若者といった話題が一種のステレオタイプを伴いつつ, この時期には繰
り返し登場する。
もちろん, すべての非大都市圏が実態としてこうした問題を抱えていたわけではないだろ
う。しかし, 当時の社会教育実践においては農村や漁村といった場所が最も焦点化されやす
い対象であったことは間違いない。高度経済成長の中で, 1950年代から60年代半ばまでの社
会教育は, 都会的なものから取り残されつつある地域を日本社会全体の中へと包摂していく
取り組みに注力していたのである。
22 「まなざしの地獄」に対抗する社会教育
上記に述べてきた非大都市圏の問題は, 地方という場所に規定されていた。しかし, 集団
就職による人口流動の激しい当時にあって, こうした格差は都市部にも波及しつつあった。
加瀬（1997）によれば, 1955年から1965年にかけての若者の人口流入率（同世代の子供時代
の人口を100とした場合の増加率）は東京で130パーセント, 大阪でも95％となっている8)。
つまり, 終戦前後に生まれた世代の大都市居住者は半分, ないしはそれ以上が上京組だった
のである。
『月刊社会教育』においては, そうした上京組にも一定の関心が向けられている。この時
期, サークル活動の報告やその進め方に関する助言が断続的に登場する。長（2013）によ
れば, 当時の社会人サークルは孤独な地方出身者が多く, つながりを求めて入会する者が多
かった9)。その意味で, こうしたサークル学習が社会教育において注目を浴びた背景には地
方出身者をいかにして都会生活の中に包摂していくかという問題意識が横たわっていたと考
えられる。
当時の上京組は都市において, 何よりも人間関係から疎外されていた。見田宗介は, 1968
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8) 加瀬和俊『集団就職の時代』青木書店, 1997年, p. 38。
9) 長励朗『｢つながり」の戦後文化誌─労音, そして宝塚, 万博』河出書房新社, 2013年。
年から69年にかけて「連続ピストル射殺事件」を起こした永山則夫の孤独と苦悩を「まなざ
しの地獄」として考察している10)。逮捕された後, 永山は『無知の涙』という手記を発表す
る。北海道出身の永山こそは, 教育機会のはく奪という形で「人間的諸能力」から疎外され,
都会において人間関係からも疎外された上京組の苦悩を極端な形において代表していたとい
えよう。
社会教育がこうした事件の起こる10年以上前から上京組に関する問題を扱っていたのは,
慧眼であったというほかない。非大都市圏への社会教育のまなざしは, 上京組をいかにして
都市の中に包摂していくかという問題意識をも含んでいたのである。
3. 反省の時代－70年代
31 子どもへの注目
1970年代に入っても地方の問題を扱った記事は一定数確保されているが, この時期, とく
に目を引くのは,「子ども」をテーマにした記事の増加である。子どもを主眼として扱った
特集は70年代だけで９回。ほぼ年に１度のペースで子どもの特集が組まれていたことになる。
これ以前は成人教育の色合いが強かった社会教育がなぜ, 子どもを主眼に据えるようになっ
たのだろうか。その問題意識は編集部の次のような言葉に集約されている。
地域の自然環境がこわされ, 子どもたちの地域での遊びや労働も貧弱になり, 子どもの
見習うべきおとなの地域生活そのものもばらばらに衰弱して, 本来, 地域社会が子ども
にもっていた教育力がめだっておとろえてきています11)。
ここには子どもをめぐる 2つの問題意識が提示されている。 1つは自然環境の悪化, いま 1
つは地域社会の解体である。
これらは1960年代までの「都会から排除される地方」という図式が反省的に捉えられつつ
あったことを示している。1960年代まで, 地方は学習機会の不在によって人間的諸能力から
疎外され, 貧困によって社会的生産物からも疎外されていると考えられていた。ところが,
70年代に入ると, むしろ学習機会を失っているのは都会の方ではないか, という思考が生ま
れてきたのである。地方の暮らしが実際には60年代とそれほど変わっていなかったとしても,
自然の中で, また地域の中で様々な活動に関わって生きる「地方」という美しい理念形が社
会教育実践者たちの中に生じてきたのではないか。1977年 5 月号の巻頭に掲げられている次
のような写真には, 当時のそうした理想がよく表れているといえよう（図 3 )。
こうなってくると, 都会の子どもたちは, 自然の中で遊ぶという活動から疎外され, それ
によって「生活の知恵」とでも呼ぶべき人間的諸能力からも疎外され, 地域社会という人間
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10) 見田宗介『まなざしの地獄』河出書房新社, 2008年。
11)「編集後記」『月刊社会教育』第20巻13号, 1976年, p. 102。
関係からも疎外された存在として捉えられることになる。その意味で, この頃の社会教育は
子どもを切り口にして都市の側の問題を考えるようになったといえよう。それは成人だけで
はなく, 子どもをも含めた「生涯学習」へと社会教育が変化していく 1つの兆候であったと
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12) ここでは,「子ども」｢児童」｢少年」といった言葉を含む記事をカウントした。これに近い言葉で
あえてカウントしなかった言葉としては,「PTA」｢青少年」が挙げられる。前者は子どもというより
はその保護者に焦点が当たっているためであり, 後者は勤労青年を含んだ話題であることが多かった
からである。これにより, 主に学童期に絞った「子ども」についての記事数だけをカウントすること
ができているはずである。
13)『月刊社会教育』第21巻 5 号, 1977年, p. 6。
（巻頭写真のため, 無題。関連付けられた記事名は「夏休み子ども教室｣｡）
＜図３ 夏休み子ども教室13)＞
＜図３ 子どもを扱った記事数の推移12)＞
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子ども
も捉えることができる。
32 啓蒙主義の反省
実際,「子ども」への焦点化がより激しくなった70年代の後半には, 中央を基準としたそ
れ以前の社会教育の枠組みを反省すべきだという趣旨を明確に言語化した論考も登場する。
「民衆」の側に立っていると主張する進歩的知識人が本当に「民衆」と同じ目線に立ってい
るのか。そんな啓蒙主義に対する批判が散見されるようになるのだ。
そうした論調を代表するものとしては, 1979年12月号に掲載された久野収のインタビュー
が挙げられる。久野収は従来の社会教育を次のように批判する。
社会教育というのは, インテリ学問と無縁な人びとにインテリ学問を教えることでは
なく, それとは全然アプローチのちがうやり方でなくてはならないですね。敗戦以後,
学校教育の専門家が社会教育を担当し, また学校教育に帰るというような, 学歴度の高
いものが社会教育をやる形がつづいてきた。なるほど思想的にはファナティックで偏狭
で始末におえないとはいえ, 右翼の方が民衆とどうつながるかを真剣に求めていた。学
校教育の秀才ばかりあつめる結果になった左翼よりも民衆とつながってその思想をどう
変えるかにとりくんでいた。(中略）僕の言いたいのは, 社会教育は学校教育と全然違
うんだということです。社会教育とは教師が教えるんじゃなくて, 問題をなげかけて共
通にある問題を「考え」させる教育なんです14)。
安保反対運動やベ平連の思想的指導者であった久野が右派を持ち出してまで進歩派を批判し
ていることは注目に値する。さらに, 久野のインタビューと同じ特集の中で同和教育につい
て書いている吉川徹もまた, 同様の問題意識を共有していた。当時の同和教育が「学習主体
の要求にもとづかない『上からの同和教育』になっているのではないか｣15) と疑問を呈して
いるのである。
こうした議論は前節で論じた子どもへの焦点化と二重の意味で通底していたと考えられる。
子どもへの焦点化は都市から地方へのまなざしを転換することから生まれてきた。このこと
は ｢むしろ疎外されているのは自分たちのほうではないか｣ という中央における反省的な機
運に由来している。これに加え, 久野が言うように「学校教育と同じではいけない, むしろ
違うことを教えるのだ」という明確な意識が生じてきたことで, 修学中の子どもにも社会教
育の幅を広げることができたのである。
以上のような現象は, 社会的排除の問題を捉える視座に質的な変化が生じたことを示して
いる。｢人間的諸能力からの疎外」に関して言えば, 60年代までは学校的な内容を学ぶため
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14)「80年代社会教育への期待─久野収氏に聞く｣『月刊社会教育』第23巻13号, 1979年, p. 11。
15) 吉川徹「社会同和教育一〇年の自己批判｣『月刊社会教育』第23巻13号, 1979年, p. 27。
の機会をはく奪されることに焦点が当たることが多かった。しかし, 学習とは学校的な内容
だけに限定されるべきではないという意識がこの時期に明確化したと考えられる16)。また,
環境問題への関心の高まりから「活動・労働からの疎外」が子どもの日常体験の中に見出さ
れるようになり,「人間関係からの疎外」は地域コミュニティと結びつけて看取されるよう
になった。
以上のような質的な変化をこうむりつつ, 社会教育は1970年代においてもなお, 排除と包
摂の問題に取り組んでいたといえる。
4. 人権との接合と遊離－80年代
41 人権と社会教育の接合
社会教育は同和問題をはじめとする差別問題に早くから取り組んでいた。社会において同
和問題が議論されるようになり, 同和対策事業特別措置法が可決されたのが1969年。それよ
り10年早く, 1959年に同和問題に関する記事が『月刊社会教育』には掲載されている17)。ま
た, 前章で触れた吉川のように, 長年そうした問題に取り組んできた人々も一定数いた。実
際のところ, 社会教育が真に効果を上げているのはそうした取り組みにおいてであったと考
えられる。
にもかかわらず,『月刊社会教育』から読み取ることができる全体のトレンドとしては,
70年代まで差別や人権問題へのコミットは意外なほど弱かった。例えば, 同和問題や人権問
題を明示的に扱った特集は70年代にたった 2回しかない。70年代当時の日本社会におけるマ
イノリティ運動の強度から考えれば, 社会教育実践におけるこうした問題への関心は相対的
に低調だったといえるだろう18)。
そんな中で人権問題と社会教育がはっきりと接合され, 地域に限定されない普遍的な問題
として明確に議論されたのは, 1980年代半ばのことだった。1985年12月号の特集には, 日本
社会学会会長も務めた小川利夫が「『人権としての社会教育』の追及」と題した論考を寄稿
している。小川はこれまでの社会教育を「権利としての社会教育」であったとして, その問
題点を次のように指摘した。
これまでの「権利としての社会教育」の実践と理論には一定の特質というよりも限界
があったといわざるをえないであろう。それは主として都市化にともなう都市「新中間
層」の市民に多分に依拠した実践であった。そこにはむろん, さらに慎重に吟味し評価
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16) もちろん, 社会教育実践においては学校教育以外に注力しようとする動きは伝統的に存在していた。
しかし, 地方と都市の格差が大きい時期においては, どうしても学校教育の「補填」に回ろうとする
意識が強くなっていったものと思われる。したがってここではあえて意識の「明確化」という言葉を
用いた。
17) 島崎英夫「同和教育にとりくむ社会教育主事｣『月刊社会教育』第 3巻 8号, 1959年, pp. 4849。
18) 70年代のマイノリティ運動については以下を参照
秀実『1968年』筑摩書房, 2006年。
すべき問題がないわけではない。(中略）問題は, それらの実践・運動と解放教育や障
害者教育その他の人権運動との間に断層があり, 階層格差があり, 人権感覚のズレない
し欠如の問題が如実に存在していたことにある。しかも, そこには, 行政セクショナリ
ズムの枠を破れないでいるという共通の欠陥も, いまなお根強い19)。
小川の発言は社会教育実践に対するアカデミズムの側からの批判であり, 提言であった。小
川は70年代において反省的に見直された都市や中央といったものに「都市中間層」という具
体的な像を与え,「人権」という言葉によって, 冒頭にあげた 4つの要素から疎外された人々
がいることを認識させたのである。
社会教育実践を扱う『月刊社会教育』という媒体でこうした議論が展開されたことは大き
い。しかし, 80年代においてもこうした人権と接合された社会教育が実践のトレンドになる
ことはなかった。むしろ80年代に隆盛を誇ったのは別のトピックだったのである。
42 平和教育への傾斜
1980年から88年までの『月刊社会教育』において隆盛を誇ったトピックは平和教育であっ
た。
この間, 実に 5度に渡って平和教育の特集が組まれている。中には沖縄の基地問題を扱っ
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19) 小川利夫「『人権としての社会教育』の追及｣『月刊社会教育』第29巻13号, 1985年, p. 15。
20) ここでは,「平和｣「戦争」といった言葉をキーワードとしてカウントした。｢戦争」をカウントし
たのは, 戦争という言葉を含む記事のほぼすべてが平和教育を意図したものだったからである。当時,
戦争を礼賛する記事は皆無であるし, 戦争をタイトルに冠した記事のほとんどは「戦争体験を聞く」
などの平和教育実践に関するものだった。
＜図４ 平和教育を扱った記事数の推移20)＞
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た記事も存在するし, 人権と平和が並置された記事もある。しかし, 多くの平和教育は排除
と包摂の問題とはかけ離れた地点で展開されていた。
戦争は確かに人権問題と深く関わる問題ではあるし, 平和教育自体が重要であることに異
論はない。その上で, あえて言うならばそれは「いまここ」にある問題ではないという点で
アクチュアリティを欠いていた。60年安保や70年安保の時期に平和教育が盛り上がったので
あれば, そこにある程度の切迫感を見いだすこともできよう。しかし, 80年代に遅ればせな
がら隆盛をみた社会教育実践における平和教育には, 全共闘世代によるノスタルジアを含ん
だリターンマッチという以上に切実な意味を見いだすことができない。それは小川の言う
「新中間層」に依拠したテーマであり, 現在の生活を守るという意味でむしろ非常に「保守
的」な動きであったというべきであろう。社会教育はアカデミックな理論面において人権と
結びつき, 現実の排除の問題に向き合おうとしたが, その一方で実践面においては逆に現実
的な問題から遊離していくという分裂の過程をたどったのである。
1988年, 文部省において社会教育局は生涯学習局へと改組された。教育は児童期, 青年期
に限られるものではないとする生涯学習自体の理念は正しい。しかし, 社会的排除と包摂の
問題を問い続けなければ, それは格差拡大の温床にもなりかねない。教育を能動的に受けよ
うとする者は概して高学歴・高収入である場合が多いからである。生涯教育の国際比較を通
して相庭（2007）は次のように言う。
生涯教育は, 先進資本主義国にとっては, 急速に変化をとげる技術と文化にもっとも有
効に適応していくための, またはこのような社会のなかで主体的に生きるための教育論
として, 発展途上国にあっては, 労働者階級に対する「教化」の側面を有しつつも, 同
時に「識字」能力などの基礎的生活学力の保障論として主張されていった21)。
1988年当時の日本は前者であったはずである。だとすれば, 社会教育が生涯学習へと読み替
えられていった過程は, 社会的排除と包摂の問題の後景化と対応していたのではないか。社
会教育の大勢は小川の懸念した都市「新中間層」に依拠した運動へと舵を切り, 生涯教育へ
と流れ込んだとも考えうるのである。
5. おわりに
本稿では, 創刊から1988年にいたるまでの『月刊社会教育』を元に社会教育実践における
社会的排除への取り組みを追ってきた。
そこから得られた第 1の知見は, 社会教育実践が取り組んできた社会的排除の問題が現在
一般に考えられている, いわゆる「差別問題」だけに限定されないということだ。何から疎
戦後社会教育実践における排除と包摂の焦点 179
21) 相庭和彦, 前掲書, p. 199。
外されているのかを分析すれば, 地方も都市も, そして成人も子どもも, それぞれに何らか
のものから排除された存在でありうる。社会教育実践は各時代ごとにそうしたものと寄り添
うべく組織されてきたのである。
第 2の知見は, 社会教育実践におけるそうした排除への着眼点の歴史的変遷そのものであ
る。鈴木の社会的排除論に依拠して分析すれば, 以下のようにまとめることができる。
まず1960年代までの社会教育実践は地方に住む人々を人間的諸能力, および社会的生産物
から疎外された存在とみなしていた。さらに, そこから都会に出てきた上京組がこれらに加
えて人間関係からも疎外されているという状況に対しても, 社会教育実践は早くから対応し
ていた。その意味で50年代から60年代は, 地方を都市から排除された存在として手を差し伸
べようとした時期であったといえよう。
しかし70年代になると, 環境問題への世間的な関心の高まりをうけて, こうした思考は反
省的に見直されていく。むしろ都市に住む人間こそ人間的諸能力, 活動, 人間関係から疎外
され, 排除されているのではないかという考えのもと, 子どもに対する社会教育実践が充実
していったのである。この時期のこうした変化は, 啓蒙主義的, 学校教育的な価値観からの
脱却という社会教育の質的な変化とも連動していたのである。
こうした70年代の反省をうけて, 80年代に入るとアカデミズムの側から人権と社会教育を
接合する議論が提示されるようになった。本文でも引用した小川は,「人権」という言葉に
よって, 鈴木の言う 4つの疎外を統合し, そこに目をむけさせようとしたのである。しかし,
社会教育実践の大勢は具体的な差別の問題に入り込むことなく, 現実に存在する排除の問題
から遊離していったのである。
ただし, 1 つ強調しておく必要があるのは, 社会教育のトピックが「積み上げ式」であっ
たことだ。60年代に主要な位置を占めていた地方の問題は80年代になっても根強く扱われ続
けているし, 70年代が終わっても子どもの問題が実践として登場しなくなるわけではない。
したがって時代とともにテーマの多様性は上昇する。ただ, 社会教育実践のトレンドを掴む
ために, 本稿ではとくに各時代に新たに見出されたアジェンダに注目して扱った。以上で述
べてきた流れはアカデミックな世界とはやや趣を異にしているが, だからこそ抽出する意味
があるといえるだろう。
以上のような知見を踏まえて言えば, 社会教育実践はあらためて,「人権」という手垢に
まみれた感のある言葉を再考する必要があるだろう。それもスローガン的な意味ではなく,
実践者自身の立場を問い直すこと, そして「いまここ」にある問題から目をそらさないこと
という含意を込めて, である。社会教育は実践者自身の立場を問い直す姿勢を失った瞬間に,
そして「いまここ」にある排除の問題から離れた瞬間に実践者側の価値観を押し付ける「啓
蒙運動」に堕してしまう。
冒頭にあげた「社会教育」という言葉の行政からの消滅, そして「共生」の名を冠した新
たな部署の成立が, そうした事態を招いてしまうか否か, あるいは30年以上前に小川利夫が
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懸念したセクショナリズムを招いてしまうか否か。これらの点を注視していかねばならない
だろう。
(2018年 4 月20日受理)
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A Historical Study about Main Issue of Exclusion and
Inclusion in Social Education Practices :
Focusing on Gekkan Syakaikyouiku
NAGASAKI Reo
This article is a study about historical transition of trends of social education practices, espe-
cially focusing on social exclusion and inclusion. This study uses a magazine, Gekkan Syakai-
kyouiku as material, which is one of the leading journals for social education practice. The
analytical perspective rely on Suzuki (2006). According to him, social exclusion is based on 4
types of alienation : ① alienation from abilities as human ② alienation from vigor activities and
labor③alienation from products④alienation from human relations. Adopting this point of view,
this study tries to reveal what kind of alienation social education in each period tackled.
The findings are as follows. In 195060s, social education aimed at people in rural area, who
were considered alienated from abilities as human and products. In 1970s, it began to aim at
urban people especially children, who were alienated from abilities as human, vigor activities and
labor, and human relations. That trend was related to self-reflection of urban people. In 1980s,
Academicians tried to connect social education and the word “human rights”. The word included
the meaning of tackle to all 4 types of alienation. But the mainstream of social education practices
in this period were not trending to human rights issues.
